





















ことになったが、それは自己決定権論の強力な効用の副作用であったと言えよう（江原 ［1996］; 立岩 ［2013］; 
花崎／川本 ［1998］; 森岡 ［2001］; 小松 ［2004］; 小柳 ［2009］; 柘植 ［2012: 8章］）3。
　こうした文脈からして興味深いのは、2000年代以降、介護福祉分野におけるニーズの帰属主体としての「当
事者」の自己決定権を強固に主張する運動が、「当事者主権 individual autonomy」を掲げるようになったこと
である（中西／上野 ［2003］; 上野 ［2008］; 上野 ［2011］）。専門知を有する主体によるパターナリスティック
な管理・介入に抗する自律的主体像として「当事者」を彫り出そうとする上野らの言説は 4、「私たちのいない











































るという後退を余儀なくされているように見える（野崎 ［2004］; 平野 ［2012］）。そしてそこでは、「関係（性
／者）」とは何を意味するのかが問われることさえない。もっとも同じことは、自己決定権論への批判的検討
のなかで繰り返し持ち出されてきた「かかわり」や「関係」の語についても当てはまる（小松 ［2004: 100， 



































彼の「関係 relation」概念は、人間の「想像 imagination」において一つの「観念 idea」から他の観念への「連
想 association」をもたらす性質全般を指す。このように「二つの観念を想像力において結合させ、一方の観念
をして他方を自然に〔精神に〕導き入れるようにさせる性質」は、特に「自然的関係 natural relation」と呼ば
れるもので、（a）「類似 resemblance」、（b）時間または場所における「近接 contiguity」、（c）「因果 cause and 























9　 関係概念にかかわるヒューム哲学の概説として、杖下 ［1982: 2章］; 古賀 ［1994］などを参照。関係論に焦点を当てたも
のとしては、Church ［1995］がある。
10　 ヒュームが自然的関係と区別する「哲学的関係 philosophical relation」は、「想像力における二つの観念の結びつきが恣意
的であっても、両者をその点において比較することが適当と思われるような、特定の比較点」であると説明されており、
その種類には（d）「類似」、（e）「同一性 identity」、（f）「空間と時間の諸関係 relations of space and time」、（g）「量または
数 quantity, or number」、（h）「程度 degrees」、（i）「相反 contrariety」、（j）「因果関係 relation of cause and effect」の七つが挙










◆図 1：環状島モデルの全体像（宮地 ［2007: 10］）































































































可能である（Kelsen ［1945: 95］=［1991: 172］）。さらに、ヒトがいつからいつまで人格を持つかも一意には定
まらない。民法上の法主体は一般に出生によって「完全かつ平等の権利能力」を持つとされるが 15、損害賠償
請求権や相続、遺贈などについては胎児にも（出生後、遡及的に）権利が認められる（四宮／能見 ［2010: 
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人であると認めることは、いかにし
て可能になっているのか。今、二時点間の状態が（心理的・物理的基準において）直接に繋がっていることを




















口［2011: 205-206］；四宮／能見 ［2010: 22-23］；河内 ［2007: 29-30］）、法主体の構成が依拠しうる事実は一様でない。
16　 また日本における人工妊娠中絶は、今なお原則として犯罪である（日本刑法第 212条以下）。
17　 日本では、2009年 7月に改正、2010年 1月に施行された改正臓器移植法により、臓器提供意思が書面で確認され、遺族
が拒まない場合に限り、脳死を以て死亡したと見做して臓器摘出を行うことが可能になった。
18　 ただし森村は、人格の同一性にとって社会的役割が決定的な場合もあると認めている（森村 ［1989: 99-100］）。
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を重視し（Locke ［1988: 296］=［2010: 341］）、労働投下によって対象に加えられた価値を理由とした所有権獲
得こそ、ロックの主張の中心であったと考える（森村 ［1997: 116-121］）。ただしロックは、どんぐりやリンゴ
の採集、野兎の狩猟など、労働によって新たな価値が創造されたとは言い難い事例も労働による所有権獲得の
例として挙げているため（Locke ［1988: 288-290］=［2010: 326-329］）、この解釈における功績は価値創造のみ
には限られない 21。ロックは、労働に費やされた時間や手間などの負担 22、労働の結果として対象（リンゴや
野兎）を手に入れたという実績、労働の結果としての価値創造、といった複数の事実の総合（功績原理）を所


































































































31　 民法上の占有が厳密に言えば権利ではなく、事実状態そのものとして種々の法律効果を持つことについて、原田 ［2010: 
109］を参照。近時の判例に即した考察として、太田 ［2009］がある。
32　 日本民法第 186条「①占有者は、所有の意思をもって、善意で、平穏に、かつ、公然と占有をするものと推定する。」



















































































致するか否かを問わず、この事実状態に即して新たな権利関係を形成する制度である（松久 ［2007: 212］; 四
宮／能見 ［2010: 355］）。民法上の時効には、「事実上権利者であるような状態を継続する者に権利を取得させ
る取得時効と、権利不行使の状態を継続する者の権利を消滅させる消滅時効とがある」（松久 ［2007: 212］）。
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